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安全安心農産物確保対策費

戦略項目

担当名:担当名:有機・安全生産担当

01　検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・

　　解除の考え方（原子力災害対策本部） 010404　食の安全・安心の確保

予算額

決定額 27,23327,233

前年額 43,93843,938

2,7382,738

1,6731,673

24,49524,495

42,26542,265

△16,705△16,705

前年との
対比

財　　源　　内　　訳

国庫支出金
一般財源

番号

原発事故に係る農畜産物影響調査事業

１　事業の概要

　東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射性物

質の影響が引き続き懸念されることから、食品衛生法で

定められた食品中の放射性物質の基準値を超える県産農

産物等が流通することのないよう、国のガイドラインに

基づいた調査を実施し、安全性を確認する。

　また、その情報を公表することにより、放射性物質に

よる県産農産物等の風評被害の防止を図る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27,233千円

２　事業主体及び負担区分

　（県10/10）　(1)ア

　（国10/10）　(1)イ

３　地方財政措置の状況

特別交付税

（省令　附則第9条事項16、附則第11条事項7)

原子力発電所の事故に伴い行う風評被害対策その他の対

策に要する経費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

9,500千円×1人＝9,500千円

５　事業説明
　（１）事業内容
　　　　県産農産物等の安全性を確認するため、放射性物質の分析調査を実施
　　　　　ア　農産物、林産物、水産物、畜産物、農地土壌 等　　24,495千円
　　　　　イ　堆肥等　　　　　　　　　　　　　　　　　　      2,738千円

　（２）事業計画
　　　　食品衛生法で定められた食品中の放射性物質の基準値を超える食品が流通することのないよう、国の
　　　ガイドラインに基づき、出荷時期を迎えた農産物等について調査を実施し、結果を公表する。
　　　　また、基準値を超過し、出荷制限を指示された場合には、解除に向けた調査を実施する。

　（３）事業効果
　　　　放射性物質の県産農産物等への影響について調査を行い、安全を確認するとともに、情報を公表する
　　　ことにより県民の安心感を確保する。
　　　　平成23年度　決算：18,924千円　調査品目数： 99品目　調査検体数：3,044検体
　　　　平成24年度　決算：21,803千円　調査品目数：152品目　調査検体数：2,399検体

　　　　平成26年度　予算：43,938千円　調査予定検体数：1,130検体
　　　　平成25年度　決算： 8,409千円　調査品目数：143品目　調査検体数：1,418検体

　（４）その他
　　　　食品中の放射性物質に係る検査については、原子力災害対策本部がガイドライン「検査計画､出荷制限等の
　　　品目･区域の設定･解除の考え方」を定めており、厚生労働省が各都道府県に対し、ガイドラインに基づき
　　　適切な検査計画を策定して検査を実施するよう求めている。
　　　　なお、５か年計画においても調査を徹底することとしている。
　　　　また、落ち葉や腐葉土等の利用再開への取組に係る経費については、東日本大震災農業生産対策交付金に
　　　より全額が補助される。

(単位：千円)

（１）原発事故に係る農畜産物影響調査事業

分野施策


